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研究要旨 
研究目的：本研究は、平成 29 年の社会福祉法改正によって市町村が整備されることに努め

ることとされた包括的な支援体制及び令和 2 年の同法改正においてその整備に向けた事業

として法制化された重層的支援体制整備事業の体制整備に向けた評価枠組みを明らかにす

ることである。 
方法：評価指標の開発を担当する「指標班」と対象自治体で評価活動を試行的に実施する「伴

走班」に分かれて研究を実施、合計 5 回の全体研究会で両者の成果を共有した。 
結果：指標班では、41 項目（重層評価 25、包括評価 10、連携評価 6）からなる評価指標案

を作成した。伴走班では、5 つの自治体（滋賀県高島市、福井県坂井市、茨城県東海村、愛

知県豊田市、東京都国分寺市）において、評価活動を実施した。高島市、坂井市と東海村で

は、評価伴走という介入を行うアクションリサーチの方法により、参加型ワークショップを

行い、それぞれの自治体の状況に応じてアウトカム、行動基準の言語化や事業目標の設定と

共有化を行った。それぞれの自治体での参加者は異なるが、所管課以外の多様な参加者によ

り協議が行われたことで、対話によるチーム形成への好影響といったそのこと自体の成果

も共通して確認された。豊田市では、包括的な相談支援体制について当初の制度設計がどの

程度達成されているかを相談支援機関へのインタビュー調査に基づいて検証する形成評価

を実施した。国分寺市では、指標班で開発された評価指標（案）を用いて評価活動における

指標の活用方法を検討した。 
結論：指標班で開発した評価指標については、全国の重層的支援体制整備事業実施自治体を

対象に調査を実施、その妥当性の検証を行うとともに、その活用方法を検討していく必要が

ある。伴走班のうち、評価設問が明確になっている高島市と坂井市、東海村、および豊田市

では評価枠組みに基づいたデータの収集を通じて評価を継続する。国分寺市では、指標班で

開発した評価指標を評価活動で活用することの有効性が示唆されており、評価指標の活用

方法を指標班と連携して実施していく予定である。また、評価活動のプロセスを共有するこ

と自体の成果にも引き続き注目し、評価活動そのものが体制構築に資する効果（評価プロセ

スの実用的利用）についても検証する必要がある。

A．研究目的 
 地域住民の複雑化・複合化する支援ニー

ズに対応するため、平成 29 年の社会福祉

法改正においては、市町村が地域生活課題

に対して地域住民等及び支援関係機関が

連携して対応する「包括的な支援体制の整



 

備」に努めることとされ、その具体的な方

策として令和 2 年の法改正において「重

層的支援体制整備事業」が実施できるよう

になった。本研究の目的は、新たに市町村

が整備することになった包括的支援体制

やその整備のために実施する重層的支援

体制整備事業の体制整備に向けた評価枠

組みを明らかにすることである。 
 包括的な支援体制と重層的支援体制整

備事業の大きな特徴は、それぞれ複数の施

策、事業から構成されており、また支援対

象が特定されていないことから、従来の政

策評価・行政評価に用いられている目標管

理型の評価手法での評価が難しいことで

ある（厚生労働省、2023）。また、複数の

施策や事業は、一体的に（重層的に）機能

することで効果を発揮することが想定さ

れており、有機的な実施のために分野を超

えた庁内および庁外の連携・協働体制の構

築が不可欠であることから（永田、2021、
三菱 UJF リサーチ＆コンサルティング、

2023）、多様な主体による評価のプロセス

が体制構築に寄与する側面にも注目する

必要がある（平野、2023）。 
 このような特徴を踏まえつつ、本研究で

は、①評価指標班と②自治体伴走班の二つ

の研究班による研究を通じて、共通した評

価指標の開発と、対象自治体に伴走した評

価活動を通じた自治体の実情を踏まえた

評価指標の開発及び評価活動を通じた体

制整備への効果を検討した。 
 
B．研究方法 
１．指標班 
 分担研究報告書（「デルファイ変法を用

いた市町村による包括的支援体制の整備

に向けた取り組みに関する評価指標の開

発」）に詳細に示した通り、指標班では、

2023 年 6 月から 2004 年 2 月までに計 18
回の研究会を開催し、学識経験者 7 名、実

践者・政策担当者 8 名によるデルファイ

変法を行った。まず、包括的支援体制や重

層的体制支援整備事業に係る法令・要綱・

通知や研究資料、関連する評価指標に基づ

いて評価指標候補を作成し、包括的支援体

制と重層的支援体制整備事業の評価枠組

みを「包括的な支援体制構築の前提となる

基盤の構築」（包括評価）、「重層的支援体

制整備事業の実施状況」（重層評価）、「重

層的支援体制整備事業の各事業を一体的

に実施するための連携・協働」（連携評価）

に構造化し、それぞれについての指標を検

討した。 
次に、2 回の有識者グループインタビ

ュー及び研究会でのエキスパートレビュ

ーを経て、58 項目（包括評価＝11 項

目、重層評価＝25 項目、連携評価＝6 項

目）からなる評価指標を抽出した。 
さらに、項目適切性評価調査を実施し

て指標の内容妥当性を調査した。第１回

目適切性評価では調査票は 13 名から回

収した。42 の評価指標候補の内、I-CVI 
0.7 以下は 21 項目、SCVI/Ave は 0.75 で

あった。結果を踏まえ、評価指標の文言

修正や削除を行った。第 2 回目適切性評

価では調査票は 11 名から回収した。41
の評価指標候補の内、I-CVI 0.7 以下は

1 項目、SCVI/Ave 0.96 であった。結果

を踏まえ、評価指標の文言修正を行い、

解説や事例等の追記を行った。最終合意

形成を経て、評価指標は 41（包括評価＝

10、重層評価＝25 項目、連携評価＝6 項

目）となった。そして、2024 年 2 月に

は、この調査票により 30 自治体を対象

としたプレ調査を実施し、開発した指標

を含む調査票の妥当性を検証した。 
 
２．伴走班 
 各分担研究報告書に詳細に示した通

り、自治体伴走班では、アクションリサ

ーチの方法を採用し、対象自治体の実情

に応じた評価チームを組成し、①滋賀県

高島市、②福井県坂井市、③茨城県東海

村、④愛知県豊田市、⑤東京都国分寺市

の 5 自治体で、評価活動を実施した。①

と②においては、プログラム評価の考え

方を基軸とし、評価可能性アセスメント

を行い、参加型評価ワークショップを展

開する中で（各 3 回の実施）、ロジック

モデルやセオリーオブチェンジを用いて

アウトカムの言語化と現行の事業との紐

付けを行った。①では、相談支援センタ

ー連絡会の場を活用し、3 回の評価ワー

クショップを実施し、包括的な相談支援

の体制の評価枠組み作りを行った。②で

は、地域福祉計画部会のメンバーを中心



 

に、地域住民を含めた評価ワークショッ

プを 3 回実施し、地域づくりに向けた行

動指針を作成した。③においては、行政

関係課と社会福祉協議会から構成される

重層的支援体制整備事業推進ワーキング

委員会という場を活用し、２回の評価ワ

ークショップを行い、「連携の仕組みづく

り」と「地域のあり方」という観点から

共通目標案を集約した。④においては、

重層事業の支援関係機関（12 機関・19
名）に対してインタビュー調査を行い、

包括的な相談支援の体制が想定通りに機

能しているかを検証した。⑤について

は、評価プロジェクトチームを組成し、

評価の枠組みづくりに着手するととも

に、指標班で作成した評価指標案を活用

して、重層的支援体制整備事業の現状に

ついての自己評価を実施した。 
 
３．全体の統括 
 以上の成果については、合計 5 回の全

体研究会(4 月、5 月、8 月、12 月、3 月)
において、随時全体で共有した。 
 
倫理的配慮 

本研究は、国立保健医療科学院(NIPH-
IBRA#23030)および立教大学(KOMI230
07A)、明治学院大学の研究倫理審査委員

会の承認を得て実施した。 
 
C．研究結果 
１．指標班 
 まず、包括的支援体制や重層的体制支援

整備事業にかかわる法令・要綱・通知や研

究資料、関連する評価指標を収集し、評価

指標候補を作成した。その際、研究者のア

イデアの裏付けとなる文献を記載し、根拠

のまとめを作成した。第 1 回目の評価指

標候補は、「重層的支援体制整備事業の実

施状況（重層評価）」25 項目、「包括的支

援体制の構築に関する取組（包括評価）」

11 項目、「各事業を一体的に実施するため

の協働・連携の状況（連携評価）」6 項目

となった。第１回目適切性評価では調査票

は 13 名から回収した。42 の評価指標候

補の内、I-CVI 0.7 以下は 21 項目、SCV

I/Ave は 0.75 であった。結果を踏まえ、

評価指標の文言修正や削除を行った。第 

2 回目適切性評価では調査票は 11 名か

ら回収した。41 の評価指標候補の内、I-

CVI 0.7 以下は 1 項目、SCVI/Ave 0.96 

であった。結果を踏まえ、評価指標の文言

修正を行い、解説や事例等の追記を行った。

最終合意形成を経て、評価指標は 41（重

層評価 25、包括評価 10、連携評価 6）と

なった。 

 上記のプロセスを経て開発した指標に

解説や事例等の追記を行い、調査票を作成

し、妥当性検証のためのパイロット調査を

実施した。 
 
２．伴走班 
 本研究の対象である包括的な支援体制

や重層的支援体制整備事業は、複数の施策

や事業から構成され、それらが一体的に実

施されることで「体制が整備される」こと

が期待されていることから、プログラム評

価の単純な適用には課題がある（評価可能

性アセスメント）。そのことを踏まえて５

つの自治体において、評価伴走という介入

を行うアクションリサーチの方法で、対象

自治体において体制整備にかかわるメン

バーとともに活用可能な評価枠組みの構

築に取り組んだ。 
まず、滋賀県高島市では、重層的支援体

制整備事業の中の「分野別相談支援センタ

ー連絡会」において、相談支援機関の代表

者とともに包括的相談支援体制づくりの

評価枠組み作りを行った。３回のワークシ

ョップを通じて、高島市の包括的相談支援

体制を構築するためのロジックモデルと

アウトカム指標案を作成した。次に、福井

県坂井市では、市の地域福祉計画部会のメ

ンバーを中心に、地域福祉活動に従事する

市民を交えて地域づくりを促進する体制

整備の枠組み作りを行った。３回のワーク

ショップを通じて、地域づくりにかかわる

すべての主体の共通基盤としての行動指

針を作成した。両自治体では、今後、評価

枠組みに基づいてデータを取得し、枠組み

の有用性や妥当性を検証する。さらに、茨

城県東海村では、事業目標の設定やそれを

関係者間で共有する評価活動を行った。行

政関係課と社会福祉協議会から構成され

る「重層的支援体制整備事業推進ワーキン

グ委員会」において２回のワークショップ



 

を行い、「連携の仕組みづくり」と「地域

のあり方」という観点から共通目標案の集

約を行った。目標を達成するための体制の

あり方については引き続きワークショッ

プで協議していくことになっている。さら

に、愛知県豊田市では、相談支援体制が想

定された通りに機能しているかについて、

相談支援を行う関係機関へのインタビュ

ー調査によって検証する評価活動を実施

した。調査の結果、①福祉総合相談課の設

置、②福祉の相談窓口の開設、③コミュニ

ティソーシャルワーカーの配置という新

たな施策の運用上の課題が示唆され、今後

質問紙調査でさらにその点を検証し、改善

に向けた取り組みを検討することになっ

た。最後に、国分寺市では、指標班で作成

した指標案をもとに、現場での活用方法に

ついて検討した。指標が事業間の認識のギ

ャップを明らかにし、共通認識の形成に有

効であることが示唆された。 
 以上の通り、伴走班では各自治体の実情

に合わせて評価伴走を行うことで、多様な

課題に応じた評価活動の活用を試行した。 
 
３．全体 
 全体研究会では、両班の結果を共有し、

次の 2 点を確認した。まず、指標班で開発

した指標の活用方法についての検討が必

要な点である。本研究の目的は、自治体の

進捗を評価するだけでなく、その活用プロ

グラムを提案することである。包括的支援

体制及び重層的支援体制整備事業の体制

整備を行っていくために、開発した評価指

標をどのように活用することができるか

を伴走自治体でも検討する必要がある。次

に、伴走自治体での取り組みは、それぞれ

の地域の実情に応じて進めてきたが、それ

ぞれの取り組みを「連携体制の構築にむけ

て必要な取組みとそのプロセス」に位置付

け、自治体の体制構築の段階や課題に応じ

て活用できるものとして俯瞰的に整理し

ていく必要がある。 
 
D．考察 
１．指標班 
 指標班の考察は、分担研究報告書（デル

ファイ変法を用いた市町村による包括的

支援体制の整備に向けた取り組みに関す

る評価指標の開発）に詳細に示した通りで

あるが、開発した指標案の大きな特徴は、複

数の施策、事業から構成される包括的支援

体制および重層的支援体制整備事業の各

事業の評価に加え、その「体制整備」と各事

業間の「連動」を反映させようとしたことにある。

これにより、従来の政策評価・行政評価に用

いられている目標管理型の評価手法とは異

なる視点を評価指標に取り入れることができ

ると考えられる。 
 
２．伴走班 
 近年、社会福祉領域でその有用性が主張

されているプログラム評価の枠組みは、重

層的支援体制整備事業の各事業の評価に

は有用であると考えられるが、複数の事業

の連動や体制の整備状況の評価には、必ず

しも有効でない場合があることが評価可

能性アセスメントの中で明らかになった。

 そこで、本研究では、包括的支援体制の

全体や重層的支援体制整備事業のすべて

の事業について評価するのではなく、それ

ぞれの自治体の状況を踏まえながら、改善

や検証が必要だと考えている取り組みを

対象に評価活動を行うことになった。その

意味では、自治体における評価活動は、多

様な評価活動の方法を示し、体制構築の段

階や課題認識に応じて活用できるプログ

ラムとして提示していくことが重要にな

ると考えられる。 
また、本研究では、評価活動そのものを

「連携体制の構築にむけて必要な取組み」

として重視していることから、「評価プロ

セスの実用的な利用」が重要であり、その

点についての成果についても今後詳細に

検討する必要がある。 
 
３．全体 
 以上のことから、事業全体を俯瞰した評

価指標（指標班）と各自治体における評価

活動の中で見出される評価指標（伴走班）

の関係は、前者を標準、後者を自治体の文

脈に応じて目指す水準と考えることがで

きる。その意味では、両者は必ずしも一致

する必要はなく、相互に補完する役割であ

ると考えられる。 
 
E．結論 



 

 指標班では、重層的体制支援整備事業を

実施する全自治体を対象とした調査を実

施し、統計的な分析をもとに妥当性の検証

を行うととともに、伴走支援自治体におけ

る評価活動との連動を通して、活用の具体

的方法について検討を進めることを予定

している。 
 伴走班では、評価活動の継続と同時に、

体制整備の段階や課題認識を俯瞰的にと

らえ、新規に伴走を開始する自治体では、

これまでに事例として取り上げていない

体制整備の段階や課題認識を持つ自治体

を選定する。また、連携体制の構築にむけ

て必要な取組みとして、「評価プロセスの

実用的な利用」の効果についても検討する。 
 こうした両班の研究活動を一体として

実施し（例えば、評価指標を評価活動で活

用することや評価活動で明らかになった

点を指標の修正に反映させること）、総括

的な成果につなげていく。 
 

Ｆ．健康危険情報 
なし 
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